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令和６年１１月市議会 総務委員会資料 

 

 

第 125 号議案 長崎市職員の修学部分休業に関する条例 から 

第 128 号議案 長崎市職員の配偶者同行休業に関する条例 まで 

第 130 号議案 修学部分休業等の制度の導入に伴う関係条例の整備に関する条例 

第 136 号議案 長崎市上下水道局企業職員の給与の種類及び基準に関する条例及び単純な労務に雇

用される一般職の職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部を改正する条例 
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１  制定及び一部改正する条例 

（１）制定 

第 125 号議案 長崎市職員の修学部分休業に関する条例 

第 126 号議案 長崎市職員の高齢者部分休業に関する条例  

第 127 号議案 長崎市職員の自己啓発等休業に関する条例  

第 128 号議案 長崎市職員の配偶者同行休業に関する条例  

（２）一部改正 

第 130 号議案 修学部分休業等の制度の導入に伴う関係条例の整備に関する条例（３条例） 

第 136 号議案 長崎市上下水道局企業職員の給与の種類及び基準に関する条例及び単純な労務に雇用される  

一般職の職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部を改正する条例（２条例） 

 

２  制定及び一部改正する背景 

  近年の働き方に対する価値観の変化により、職員一人ひとりが、やりがいや充実感を感じながら働き、ライフステ

ージに関わらずその能力を最大限に発揮するとともに、自己啓発などにも取り組みやすい職場環境づくりなど、ワ

ークライフバランスを保ちながら、職員の継続的な勤務を促進することが求められている。  

  「修学部分休業」、「高齢者部分休業」、「自己啓発等休業」及び「配偶者同行休業」については、各自治体にお

いて条例で定めることにより職員が取得可能となる。 

  令和６年８月に策定した「長崎市人事戦略」において「自発的な学びの支援制度の構築」及び「育児や介護など様々

な事情を抱える職員が継続して勤務できる環境整備」を図ることとしており、職員の能力向上、職員の継続的な勤

務の促進及び多様な働き方として職員のワークライフバランス推進に資するため、本制度を導入することとした

い。 
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  上記に関連して、育児休業、短時間勤務職員の採用及び給与等の関係条例を一部改正するもの。（第 130 号議案及

び第 136 号議案のみ） 

  刑法等の一部を改正する法律の施行に伴い、関係条文の整理をする必要があるもの（第 136 号議案のみ） 

 

３  施行期日 

  令和７年４月１日 ただし、刑法等の一部を改正する法律に伴う第 136 号議案は令和７年６月１日 
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４  制定概要 

⑴  修学部分休業制度 

  職員が自発的に大学等の教育施設で修学する場合、公務の運営に支障がなく、かつ、職員の公務能力の向

上に資するときは、１週間の勤務時間の一部について勤務しないことを承認することができる制度。  

ア  部分休業の事由 

   次の教育施設で修学する場合 

  (ア) 高等専門学校及び大学（短大及び大学院を含む）  (イ) 専修学校 (ウ) 各種学校 

  (エ) その他任命権者が認めるもの 

イ  対象となる職員 

   次の職員以外の職員 

  (ア) 非常勤職員 (イ) 臨時的任用職員その他法律により任期を定めて任用される職員  

   ※地方公務員法第２６条の２第１項の規定により除外（高齢者部分休業も同様） 

ウ  休業の期間と時間 

 (ア) 期間：２年を超えない範囲内（当該期間の範囲内であれば１回の延長可）  

   (イ) 時間：１週間当たりの勤務時間の２分の１を超えない範囲内（５分単位）  

エ  休業の申請と承認 

    任命権者は、職員が休業を申請した場合において、公務の運営に支障がなく、かつ、職員の公務能力の向

上に資するときは、承認することができる。  

オ  身分と給与等 

   (ア) 身 分：常勤の職として身分を保有 

   (イ) 給 与：減額して支給（勤務しなかった１時間当たりの額を減額）  

(ウ) 賞 与：期末手当：休業期間の２分の１除算、勤勉手当：休業期間の全期間除算する。 

※取得時間を日数換算して、その日数相当を上記のとおり除算  

   (エ) 退 職 手 当：除算なし 
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⑵  高齢者部分休業制度 

  高齢期職員が定年退職後の人生設計の準備や地域ボランティア活動への参加、加齢による諸事情への対応等

を必要とする場合、公務の運営に支障がないときは、定年までの期間中、１週間の勤務時間の一部について勤

務しないことを承認することができる制度。  

ア  部分休業の事由 

    ６０歳に達していること 

  イ  対象となる職員 

    次の職員を除く６０歳に達した職員  

   (ア) 非常勤職員 

   (イ) 臨時的任用職員その他法律により任期を定めて任用される職員  

  ウ  休業の期間と時間 

   (ア) 期間：６０歳に達した日後における最初の４月１日以降から定年退職日まで 

   (イ) 時間：１週間当たりの勤務時間の２分の１を超えない範囲内（５分単位）  

  エ  休業の申請と承認 

    任命権者は、職員が休業を申請した場合において、公務の運営への支障がないと認めるときは、承認する

ことができる。 

  オ  身分と給与等 

   (ア) 身 分：常勤の職としての身分を保有  

   (イ) 給 与：減額して支給（勤務しなかった１時間当たりの額を減額）  

   (ウ) 賞 与：期末手当：休業期間の２分の１除算、勤勉手当：休業期間の全期間除算する。 

※取得時間を日数換算して、その日数相当を上記のとおり除算  

   (エ) 退 職 手 当：当該休業により勤務しなかった期間の２分の１に相当する期間を基本額及び調整額の在

職期間から除算する。 
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⑶  自己啓発等休業制度 

  職員が自発的に大学等の教育施設の課程を履修する場合や国際貢献活動を行う場合、公務の運営に支障がな

く、かつ、職員の公務能力の向上に資するときは、３年を超えない範囲内において、休業することを承認する

ことができる制度。 

ア  休業の事由 

   (ア) 大学等課程の履修を行う場合で次の教育施設で修学するとき。  

    ａ  大学、大学に置かれる専攻科及び大学院  

ｂ 独立行政法人大学評価・学位授与機構が上記に相当する教育を行うと認めるもの  

    ｃ  ａ又はｂに相当する外国の大学  

    ｄ  その他任命権者が認めるもの 

   (イ) 国際貢献活動を行う場合で次の奉仕活動を行うとき。  

    ａ  独立行政法人国際協力機構が行う「青年海外協力隊」、「シニア海外ボランティア」、「日系社会青年ボ

ランティア」又は「日系社会シニア・ボランティア」  

    ｂ  独立行政法人国際協力機構の推薦によって参加する国連ボランティア計画が行う国連ボランティア  

   ※ａ及びｂ以外の組織（NGO等）が行う活動は対象外とする。  

  イ  対象となる職員 

    次の職員を除く職員 

   (ア) 在職期間が２年に満たない一般職の常勤職員  

   (イ) 非常勤職員 

   (ウ) 臨時的任用職員その他法律により任期を定めて任用される職員  
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  ウ  休業の期間（当該期間の範囲内であれば１回の延長可） 

   (ア) 大学等の課程の履修のための休業  ２年を超えない範囲内（修業年限が２年を超え３年を超えない大

学院の履修の場合にあっては、３年を超えない範囲内）で任命権者が必要と認める期間  

   (イ) 国際貢献活動のための休業 ３年を超えない範囲内で任命権者が必要と認める期間  

  エ  休業の申請と承認 

    任命権者は、職員が休業を申請した場合において、公務の運営に支障がなく、かつ、職員の公務能力の向

上に資するときは、承認することができる。  

  オ  身分と給与等 

   (ア) 身 分：常勤の職としての身分を保有  

   (イ) 給 与：支給しない 

   (ウ) 賞 与：期末手当：休業期間の２分の１除算、勤勉手当：休業期間の全期間除算 

※基準日に休業している場合は支給しない。  

   (エ) 退 職 手 当：調整額：全期間を除算する。 

基本額：当該休業により勤務しなかった期間を退職手当の算定の基礎となる在職期間か

ら除算。ただし、自己啓発等の内容が公務の能率的な運営に特に資する場合は休業期間の２

分の１を除算するものとする。  

   (オ) 復帰後号給：特に有用であると認められるものにあっては１００分の１００以下、それ以外のものは１

００分の５０以下の換算率により換算して得た期間を引き続き勤務したものとみなして

調整する。 
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⑷  配偶者同行休業制度 

  職員が外国で勤務等をする配偶者と外国において生活を共にする場合、公務の運営に支障がないと認める

ときは、３年を超えない範囲内において、休業することを承認することができる制度。  

ア  休業の事由 

    次の配偶者外国滞在事由により職員の配偶者が外国に住所又は居住を定めて滞在し、職員が生活を共に

する場合 

   (ア) 外国での勤務 

   (イ) 事業の経営など個人が外国で行う職業上の活動 

   (ウ) 外国の大学等における修学 

(エ) その他上記に準ずる事由として任命権者が認めるもの  

   ※いずれの事由も６月以上にわたり継続することが見込まれるもの  

  イ  対象となる職員 

    次の職員を除く職員 

   (ア) 非常勤職員 

   (イ) 臨時的任用職員その他法律により任期を定めて任用される職員  

  ウ  休業の期間（当該期間の範囲内であれば１回の延長可） 

    ３年を超えない範囲内 

  エ  休業の申請と承認 

    任命権者は、職員が休業を申請した場合において、公務の運営に支障がないと認めるときは、職員の勤務

成績その他の事情を考慮した上で、承認することができる。  

  オ  身分と給与等 

   (ア) 身 分：常勤の職としての身分を保有  
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   (イ) 給 与：支給しない 

   (ウ) 賞 与：期末手当：休業期間の２分の１除算、勤勉手当：休業期間の全期間除算 

※基準日に休業している場合は支給しない。  

   (エ) 退 職 手 当：調整額：全期間を除算 

基本額：当該休業により勤務しなかった期間を退職手当の算定の基礎となる在職期間か

ら除算する。 

   (オ) 復帰後号給：１００分の５０以下の換算率により換算して得た期間を引き続き勤務したものとみなし

て調整する。 

 

５  一部改正概要 

⑴  修学部分休業等の制度の導入に伴う関係条例の整備に関する条例（第 130 号議案） 

ア 改正する条例（３条例） 

・長崎市職員の育児休業等に関する条例  

・人事行政の運営等の状況の公表に関する条例  

・一般職の任期付職員の採用及び給与の特例に関する条例  

イ 概要 

配偶者同行休業の申請をした職員の業務を処理するために任用された職員を育児休業又は育児短時間勤

務をすることができない職員に加えたい。  

人事行政の運営等の状況の公表事項に「職員の休業に関する状況」を加えたい。  

職員が修学部分休業又は高齢者部分休業の承認を受けて勤務しない時間について、短時間勤務職員を任

期を定めて採用することができることとしたい等の関係条文の整理を行いたい。  
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⑵  長崎市上下水道局企業職員の給与の種類及び基準に関する条例及び単純な労務に雇用される一般職の職員

の給与の種類及び基準に関する条例の一部を改正する条例（第 136 号議案） 

ア 改正する条例（２条例） 

・長崎市上下水道局企業職員の給与の種類及び基準に関する条例  

・単純な労務に雇用される一般職の職員の給与の種類及び基準に関する条例  

【承認及び給与の規定一覧表】 

 承認する規定 給与に関する規定 

上下水道局企業職員 

長崎市上下水道局就業規程に「修学部分休

業」及び「高齢者部分休業」を規定 

自己啓発等休業に関する条例（第 127 議案） 

配偶者同行休業に関する条例（第 128 議案） 

長崎市上下水道局 企業職員の給与の 種類及

び基準に関する条例を一部改正（第 136 号議

案） 

単純な労務に雇用される職員 

単純な労務に雇用される一般職の職員の勤

務時間、休日、休暇等に関する規則に「修学

部分休業」及び「高齢者部分休業」を規定  

自己啓発等休業に関する条例（第 127 議案） 

配偶者同行休業に関する条例（第 128 議案） 

単純な労務に雇用 される一般職の職 員の給

与の種類及び基準 に関する条例を一 部改正

（第 136 号議案） 

上記以外の職員 

修学部分休業に関する条例 （第 125 議案） 

高齢者部分休業に関する条例（第 126 議案） 

自己啓発等休業に関する条例（第 127 議案） 

配偶者同行休業に関する条例（第 128 議案） 

修学部分休業に関する条例（第 125 議案） 

高齢者部分休業に関する条例（第 126 議案） 

地方公務員法第２６条の５第３項に自己啓発

等休業及び配偶者同行休業の取扱いを規定 
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イ  概要 

修学部分休業又は高齢者部分休業により勤務しない１時間につき、勤務１時間当たりの給与額を減額し

て給与を支給する。 

自己啓発等休業又は配偶者同行休業により休業をしている期間については、給与を支給しない。  

刑法等の一部を改正する法律の施行に伴い、長崎市上下水道局企業職員の給与の種類及び基準に関する

条例第 16 条第２項第４号及び単純な労務に雇用される一般職の職員の給与の種類及び基準に関する条例第

13 条第２項第４号中「禁錮」を「拘禁刑」に改正する。  
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６  新旧対照表（一部改正のみ） 

改正後 改正前 

〇長崎市職員の育児休業等に関する条例  〇長崎市職員の育児休業等に関する条例  

（平成４年長崎市条例第２号） （平成４年長崎市条例第２号） 

（育児休業をすることができない職員）  （育児休業をすることができない職員）  

第２条 育児休業法第２条第１項の条例で定める職

員は、次に掲げる職員とする。  

第２条 育児休業法第２条第１項の条例で定める職

員は、次に掲げる職員とする。  

(1) 地方公務員法（昭和 25 年法律第 261 号）第 26

号の６第７項又は育児休業法第６条第１項の規定に

より任期を定めて採用された職員  

(1) 育児休業法第６条第１項の規定により任期を定

めて採用された職員 

(2)～ (5) 〔略〕 (2)～ (5) 〔略〕 

(育児休業をした職員の職務復帰後における号給の

調整) 

(育児休業をした職員の職務復帰後における号給の

調整) 

第８条 育児休業をした職員(地方公務員法第 22 条

の 2 第 1 項に規定する会計年度任用職員を除く。)が

職務に復帰した場合において、部内の他の職員との

均衡上必要があると認められるときは、その育児休

業の期間を 100 分の 100 以下の換算率により換算し

て得た期間を引き続き勤務したものとみなして、そ

の職務に復帰した日及びその日後における最初の職

員の昇給を行う日(給与条例第 5 条第 3 項に規定する

市長が定める日をいう。)又はそのいずれかの日に、

第８条 育児休業をした職員(地方公務員法(昭和 2

5 年法律第 261 号 )第 22 条の 2 第 1 項に規定する会

計年度任用職員を除く。)が職務に復帰した場合にお

いて、部内の他の職員との均衡上必要があると認め

られるときは、その育児休業の期間を 100 分の 100

以下の換算率により換算して得た期間を引き続き勤

務したものとみなして、その職務に復帰した日及び

その日後における最初の職員の昇給を行う日 (給与

条例第 5 条第 3 項に規定する市長が定める日をい

http://srb.gyosei.asp.lgwan.jp/HAS-Shohin/jsp/SVDocumentView
http://srb.gyosei.asp.lgwan.jp/HAS-Shohin/jsp/SVDocumentView
http://srb.gyosei.asp.lgwan.jp/HAS-Shohin/jsp/SVDocumentView
http://srb.gyosei.asp.lgwan.jp/HAS-Shohin/jsp/SVDocumentView
http://srb.gyosei.asp.lgwan.jp/HAS-Shohin/jsp/SVDocumentView
http://srb.gyosei.asp.lgwan.jp/HAS-Shohin/jsp/SVDocumentView
http://srb.gyosei.asp.lgwan.jp/HAS-Shohin/jsp/SVDocumentView
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昇給の場合に準じてその者の号給を調整することが

できる。 

う。)又はそのいずれかの日に、昇給の場合に準じて

その者の号給を調整することができる。  

（育児短時間勤務をすることができない職員）  （育児短時間勤務をすることができない職員）  

第１０条  育児休業法第１０条第１項の条例で定

める職員は、次に掲げる職員とする。 

第１０条 育児休業法第１０条第１項の条例で定め

る職員は、次に掲げる職員とする。  

(1)  地方公務員法第 26 条の６第７項又は育児休業

法第６条第１項の規定により任期を定めて採用され

た職員 

(1) 育児休業法第６条第１項の規定により任期を定

めて採用された職員 

(2)・ (3) 〔略〕 (2)・ (3) 〔略〕 

  

〇人事行政の運営等の状況の公表に関する条例  〇人事行政の運営等の状況の公表に関する条例  

（平成１７年長崎市条例第１８号） （平成１７年長崎市条例第１８号） 

（任命権者の報告事項） （任命権者の報告事項） 

第３条  前条の規定により人事行政の運営の状況に

関し、任命権者が報告しなければならない事項は、

職員（臨時的に任用された職員及び非常勤職員（地

方公務員法第２２条の４第１項に規定する短時間勤

務の職を占める職員及び同法第２２条の２第１項第

２号に掲げる職員を除く。）を除く。以下同じ。）に

係る次に掲げる事項とする。 

第３条  前条の規定により人事行政の運営の状況に

関し、任命権者が報告しなければならない事項は、

職員（臨時的に任用された職員及び非常勤職員（地

方公務員法第２２条の４第１項に規定する短時間勤

務の職を占める職員及び同法第２２条の２第１項第

２号に掲げる職員を除く。）を除く。以下同じ。）に

係る次に掲げる事項とする。 
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(1)～ (4) 〔略〕 (1)～ (4) 〔略〕 

(5) 職員の休業に関する状況 〔新設〕 

(6) 〔略〕 (5) 〔略〕 

(7) 〔略〕 (6) 〔略〕 

(8) 〔略〕 (7) 〔略〕 

(9) 〔略〕 (8) 〔略〕 

(10) 〔略〕 (9) 〔略〕 

(11) 〔略〕 (10) 〔略〕 

  

〇一般職の任期付職員の採用及び給与の特例に関す

る条例 

〇一般職の任期付職員の採用及び給与の特例に関す

る条例 

（平成２１年長崎市条例第３９号） （平成２１年長崎市条例第３９号） 

（短時間勤務職員の任期を定めた採用）  （短時間勤務職員の任期を定めた採用）  

第４条 〔略〕 第４条 〔略〕 

２ 〔略〕 ２ 〔略〕 

３ 任命権者は、前２項の規定によるほか、職員が次

に掲げる承認を受けて勤務しない時間について短時

間勤務職員を当該職員の業務に従事させることが当

該業務を処 理する ため適当で あると 認める場合 に

は、短時間勤務職員を任期を定めて採用することが

３ 任命権者は、前２項の規定によるほか、職員が次

に掲げる承認を受けて勤務しない時間について短

時間勤務職員を当該職員の業務に従事させること

が当該業務を処理するため適当であると認める場

合には、短時間勤務職員を任期を定めて採用するこ
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できる。 とができる。 

(1)  地方公務員法第２６条の２第１項又は第２６条

の３第１項の規定による承認  

〔新設〕 

(2)・ (3) 〔略〕 (2)・ (3) 〔略〕 

〇長崎市上下水道局企業職員の給与の種類及び基準

に関する条例 

（昭和３２年長崎市条例第１７号）  

（退職手当） 

第１６条 〔略〕 

２  退職をした者が次の各号のいずれかに該当する

ときは、管理者は、当該退職をした者に対し、当該

退職に係る退職手当の全部又は一部を支給しないこ

ととすることができる。 

(1)～ (3) 〔略〕 

(4) 拘禁刑以上の刑に処せられた者 

３～５ 〔略〕 

（給与の減額） 

第１８条 〔略〕 

〇長崎市上下水道局企業職員の給与の種類及び基準

に関する条例 

（昭和３２年長崎市条例第１７号）  

（退職手当） 

第１６条 〔略〕 

２ 退職をした者が次の各号のいずれかに該当する

ときは、管理者は、当該退職をした者に対し、当該

退職に係る退職手当の全部又は一部を支給しないこ

ととすることができる。 

(1)～ (3) 〔略〕 

(4) 禁錮以上の刑に処せられた者 

３～５ 〔略〕 

（給与の減額） 

第１８条 〔略〕 
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２ 職員が部分休業（当該職員がその小学校就学の始

期に達するまでの子（地方公務員の育児休業等に関

する法律（平成３年法律第１１０号）第２条第１項

に規定する子をいう。）を養育するため１日の勤務時

間の一部（２時間を超えない範囲内の時間に限る。）

を勤務しないことをいう。）、修学部分休業（当該職

員が大学その他の管理者が定める教育施設における

修学のため、１週間の勤務時間の一部について勤務

しないことをいう。）、高齢者部分休業（当該職員が

６０歳に達した日後における最初の４月１日から定

年退職日（長崎市職員の定年等に関する条例（昭和

59 年長崎市条例第 37 号）第２条に規定する定年退

職日をいう。）までの期間中、１週間の勤務時間の一

部について勤務しないことをいう。）、介護休暇（当

該職員が要介護者（配偶者、父母、子、配偶者の父

母その他管理者が定める者で負傷、疾病又は老齢に

より管理者が定める期間にわたり日常生活を営むの

に支障があ るもの をいう。以 下この 項において 同

じ。）の介護をするため、管理者が定めるところによ

り、当該職員の申出に基づき、要介護者の各々が当  

２ 職員が部分休業（当該職員がその小学校就学の

始期に達するまでの子（地方公務員の育児休業等に

関する法律（平成３年法律第１１０号）第２条第１

項に規定する子をいう。）を養育するため１日の勤務

時間の一部 （２時 間を超えな い範囲 内の時間に 限

る。）を勤務しないことをいう。）、介護休暇（当該職

員が要介護者（配偶者、父母、子、配偶者の父母そ

の他管理者が定める者で負傷、疾病又は老齢により

管理者が定める期間にわたり日常生活を営むのに支

障があるものをいう。以下この項において同じ。）の

介護をするため、管理者が定めるところにより、当

該職員の申出に基づき、要介護者の各々が当該介護

を必要とする一の継続する状態ごとに、３回を超え

ず、かつ、通算して６月を超えない範囲内で指定す

る期間（以下この項において「指定期間」という。）

内において勤務しないことが相当であると認められ

る場合における休暇をいう。）又は介護時間（当該職

員が要介護者の介護をするため、要介護者の各々が

当該介護を必要とする一の継続する状態ごとに、連

続する３年の期間（当該要介護者に係る指定期間と  
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該介護を必要とする一の継続する状態ごとに、３回を

超えず、かつ、通算して６月を超えない範囲内で指

定する期間（以下この項において「指定期間」とい

う。）内において勤務しないことが相当であると認め

られる場合における休暇をいう。）、介護時間（当該

職員が要介護者の介護をするため、要介護者の各々

が当該介護を必要とする一の継続する状態ごとに、

連続する３年の期間（当該要介護者に係る指定期間

と重複する期間を除く。）内において１日の勤務時間

の一部（２時間を超えない範囲内の時間に限る。）に

つき勤務しないことが相当であると認められる場合

における休暇をいう。）の承認を受けて勤務しない場

合には、前項の規定にかかわらず、その勤務しない

１時間につき、勤務１時間当たりの給与額を減額し

て給与を支給する。 

（自己啓発等休業の承認を受けた職員の給与）  

第１９条の４ 地方公務員法第 26 条の５第１項の規

定による承認を受けた職員には、同項に規定する自

己啓発等休業をしている期間については、給与を支

給しない。 

重複する期間を除く。）内において１日の勤務時間の

一部（２時間を超えない範囲内の時間に限る。）につ

き勤務しないことが相当であると認められる場合に

おける休暇をいう。）の承認を受けて勤務しない場合

には、前項の規定にかかわらず、その勤務しない１

時間につき、勤務１時間当たりの給与額を減額して

給与を支給する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔新設〕 
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（配偶者同行休業の承認を受けた職員の給与）  

第１９条の５ 地方公務員法第 26 条の６第１項の規

定による承認を受けた職員には、同項に規定する配

偶者同行休業をしている期間については、給与を支

給しない。 

 

〔新設〕 

〇単純な労務に雇用される一般職の職員の給与の種

類及び基準に関する条例 

（昭和３２年長崎市条例第３４号）  

（退職手当） 

第１３条 〔略〕 

２  退職をした者が次の各号のいずれかに該当する

ときは、市長は、当該退職をした者に対し、当該退

職に係る退職手当の全部又は一部を支給しないこと

とすることができる。 

(1)～ (3) 〔略〕 

(4) 拘禁刑以上の刑に処せられた者 

３～５ 〔略〕 

（給与の減額） 

第１５条 〔略〕 

２ 職員が部分休業（当該職員がその小学校就学の始

〇単純な労務に雇用される一般職の職員の給与の種

類及び基準に関する条例 

（昭和３２年長崎市条例第３４号）  

（退職手当） 

第１３条 〔略〕 

２ 退職をした者が次の各号のいずれかに該当する

ときは、市長は、当該退職をした者に対し、当該退

職に係る退職手当の全部又は一部を支給しないこと

とすることができる。 

(1)～ (3) 〔略〕 

(4) 禁錮以上の刑に処せられた者 

３～５ 〔略〕 

（給与の減額） 

第１５条 〔略〕 

２ 職員が部分休業（当該職員がその小学校就学の
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期 に達するまでの子（地方公務員の育児休業等に

関する法律（平成３年法律第１１０号）第２条第１

項に規定する子をいう。）を養育するため１日の勤務

時間の一部 （２時 間を超えな い範囲 内の時間に 限

る。）を勤務しないことをいう。）、修学部分休業（当

該職員が大学その他の市長が定める教育施設におけ

る修学のため、１週間の勤務時間の一部について勤

務しないことをいう。）、高齢者部分休業（当該職員

が６０歳に達した日後における最初の４月１日から

定年退職日（長崎市職員の定年等に関する条例（昭

和 59 年長崎市条例第 37 号）第２条に規定する定年

退職日をいう。）までの期間中、１週間の勤務時間の

一部について勤務しないことをいう。）、介護休暇（当

該職員が要介護者（配偶者、父母、子、配偶者の父

母その他市長が定める者で負傷、疾病又は老齢によ

り市長が定める期間にわたり日常生活を営むのに支

障があるものをいう。以下この項において同じ。）の

介護をするため、任命権者が、市長が定めるところ

により、当該職員の申出に基づき、要介護者の各々

が当該介護を必要とする一の継続する状態ごとに、

始期に達するまでの子（地方公務員の育児休業等に

関する法律（平成３年法律第１１０号）第２条第１

項に規定する子をいう。）を養育するため１日の勤務

時間の一部 （２時 間を超えな い範囲 内の時間に 限

る。）を勤務しないことをいう。）、介護休暇（当該職

員が要介護者（配偶者、父母、子、配偶者の父母そ

の他市長が定める者で負傷、疾病又は老齢により市

長が定める期間にわたり日常生活を営むのに支障が

あるものをいう。以下この項において同じ。）の介護

をするため、任命権者が、市長が定めるところによ

り、当該職員の申出に基づき、要介護者の各々が当

該介護を必要とする一の継続する状態ごとに、３回

を超えず、かつ、通算して６月を超えない範囲内で

指定する期間（以下この項において「指定期間」と

いう。）内において勤務しないことが相当であると認

められる場合における休暇をいう。）又は介護時間

（当該職員が要介護者の介護をするため、要介護者

の各々が当該介護を必要とする一の継続する状態ご

とに、連続する３年の期間（当該要介護者に係る指

定期間と重複する期間を除く。）内において１日の勤



- 20 - 

改正後 改正前 

３回を超えず、かつ、通算して６月を超えない範囲

内で指定する期間（以下この項において「指定期間」

という。）内において勤務しないことが相当であると

認められる場合における休暇をいう。）、介護時間（当

該職員が要 介護者 の介護をす るため 、要介護者 の

各々が当該介護を必要とする一の継続する状態ごと

に、連続する３年の期間（当該要介護者に係る指定

期間と重複する期間を除く。）内において１日の勤務

時間の一部 （２時 間を超えな い範囲 内の時間に 限

る。）につき勤務しないことが相当であると認められ

る場合における休暇をいう。）の承認を受けて勤務し

ない場合には、前項の規定にかかわらず、その勤務

しない１時間につき、勤務１時間当たりの給与額を

減額して給与を支給する。 

（自己啓発等休業の承認を受けた職員の給与）  

第１５条の５ 地方公務員法第 26 条の５第１項の規

定による承認を受けた職員には、同項に規定する自

己啓発等休業をしている期間については、給与を支

給しない。 

（配偶者同行休業の承認を受けた職員の給与）  

務時間の一部（２時間を超えない範囲内の時間に限

る。）につき勤務しないことが相当であると認められ

る場合における休暇をいう。）の承認を受けて勤務し

ない場合には、前項の規定にかかわらず、その勤務

しない１時間につき、勤務１時間当たりの給与額を

減額して給与を支給する。 

 

 

 

〔新設〕 

 

 

 

 

〔新設〕 
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第１５条の６ 地方公務員法第 26 条の６第１項の規

定による承認を受けた職員には、同項に規定する配

偶者同行休業をしている期間については、給与を支

給しない。 

 


